
( 資料 4) 
平成 1 7 年度 雇用均等・児童家庭 局 

予算 [ 案 ] の概要 

少子化の流れを 変えるため、 子どもが心身共に 健やかに育つ 社会、 子どもを生み、 
育てることに 喜びを感じることができる 社会を構築していく 必要があ る。 

「少子化社会対策大綱」に 基づき策定された、 重点施策の具体的実施計画 ( 子ど 
も ・子育て応援プラン ) を踏まえ、 専業主婦家庭の 子育て負担感の 緩和も含めた 地域 
における子育て 支援対策や、 児童虐待防止対策の 充実、 待機児童の解消に 向けた取組 
を引き続き推進するとともに、 子育て生活に 配慮した働き 方の改革を進め、 全国の地 
方公共団体において、 平成 1 7 年 3 月までに策定される 行動計画の実施を 支援し、 次 
世代育成支援対策を 強力に推進する 

また、 パートタイム 労働者と正社員との 均衡処遇を進める 環境整備を行 う とともに、 
男女雇用機会均等の 確保など公正な 働き方を推進する。 

せ 平成 1 7 年度雇用均等・ 児童家庭 局 予算 ( 案 ) のポイント ) 頁 

0  雇用均等・児童家庭 局 予算 ( 案 ) の状況     ・ 2 

0 三位一体改革に 係る政府・与党合意 ( 児童福祉関係 ) の内容   
0 交付金の概要 

・次世代育成支援対策交付金ぐソフト 交付金 )   
・ 次世代育成支援対策施設整備費交付金 ( ハード交付金 ) 5 

0 統合補助金の 概要 
・ 児童虐待・ DV 対策等総合支援事業   
; 母子家庭等対策総合支援事業 8 
・ 母子保健医療対策等総合支援事業 9 

⑥ 次世代育成支援対策の 更なる推進 

1 地域における 子育て支援対策の 充実 
2 多様な保育サービスの 推進 
3 子育て生活に 配慮した働き 方の改革 
4 児童虐待への 対応など 要 保護児童対策等の 充実 
5 子どもの健康の 確保と母子保健医療体制等の 充実 
6 母子家庭等自立支援対策の 推進 
7 施設の整備の 充実 
8 施設の運営の 充実 

  ㎏ 公正かっ多様な 働き方の実現   

頁 
3, 4 2 9 億円… 1 0 

3, 4 1 0 億円… 1 2 

3 6 億円… 1 3 

「 1 7 億円… 1 4 

土 2 1. 5 億円… 1 6 

3 , 3 5 1 億円… 1 8 

… 2 0 

      2  0 

Ⅰ多様な働き 方を選択できる 環境整備 
2 男女雇用機会均等確保対策の 推進 
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0  雇用均等・児童家庭 局 予算 ( 案 ) の状況 

1 6 年度予算額 1 7 年度予算 [ 案 ) 伸び率 

居 合 計 Ⅰ 0  ,  5  3  7 Ⅰ舌許 ヨ ⅠⅠ ， Ⅰ 70 億円 6. 0  % 

児童福祉関係 1 0. 4 2 9 億円 Ⅰ 1 , 0 7 8 億円 6 . 2 % 

( う ち 特別会計 ) 3 3 6 億円 3 1 6 億円 ▲ 6 . 1 拷 

労働関係   0  8  億円 -- 9 2 億円 A14.@ 8 % 

( う ち 特別会計 ) 9 6 億円 8 9 億円 ▲ 7 . 3 % 

一般会計 Ⅰ 0, 1 0 5 億Ⅰ ヱヨ ] 0. 7 6 5 億円 6 . 5 % 

特別会計 4 3 2 億円 4 0 5 億円 ▲ 6 . 3 % 

0  三位一体の改革に 係る政府・与党合意 ( 児童福祉 
関係 ) の内容 

8 1 億円 
1 0 億円 

I 億円 
1 4 億円 
( 計 1 0 6 億円 ) 

0  税 源 移 譲 

  延長保育事業費基本分 ( 公立 分 ) 
  産休代替保育士貴答補助金 

  保育士養成所 費 
  1 歳 6 か 月月、 3 歳月健康診査費負担金 

0  交 付 金 化 

・社会福祉施設等施設整備費補助・ 負担金 ( 保育所等 ) について交付金化 

0  児童扶養手当に 関する負担金の 改革 

児童扶養手当の 補助率の見直しについては、 地方団体関係者が 参加する協議 
機関を設置して 検討を行い、 平成 1 7 年秋までに結論を 得て、 平成 1 8 年度 
から実施する。 

一 2- 



次世代育成支援対策交付金 ( ソフト交付金 ) く 創設 ) 

34. 568 百万円 

次世代育成支援対策推進法に 規定する市町村行動計画に 定められている 地域の特 

性や創意工夫を 活かした子育て 支援事業その 他次世代育成支援対策に 資する事業の 

実施を支援する。 

「．予 算 額 平成 17 年度予算案 34, 568 百万円 

2. 趣 
ヒ 
日 次世代育成支援対策推進法に 規定する市町村行動計画に 定められ 

ている地域の 特性や創意工夫を 活かした子育て 支援事業その 他大世 
化育成支援対策に 資する事業の 実施を支援することにより、 次世代 育 
成 支援対策の推進を 図るものであ る。 

3. 事業対象 次世代育成支援対策交付金の 対象となる事業については、 っどい 
の 広場事業、 延長保育事業を 始めとする地域の 特性や創意工夫を 活 
かして市町村が 実施する次世代育成支援対策に 資する市町村事業を 
対象とする。 

なお、 交付に当たっては、 年内に策定予定の 新エンゼルプランに 代 
わる新たなフランに 基づく重点事業を 中心に、 市町村が策定する 行動 
計画に基づく 毎年度の事業計画を 総合的に評価を 行った上で、 予算の 
範囲内で交付額を 決定する。   

4. 実施主体 市町村 

5. 重点配分となる 事業 ・つどいの広場事業 
・子育て短期支援事業 ( ショートステイ 事業 十 ワイライト事業 ) 
・乳幼児健康支援一時預かり 事業 
・ファミリー・サポートセンタ 一事業 
・延長保育促進事業 
，育児支援家庭訪問事業 
・総合施設モデル 事業 ( 平成「 7 年度限り )  等 

・個人に金銭給付を 行い、 又は保育 料 筆個人の負担を 直接的に 
軽減する事業 
・国が別途定める 国庫負担 ( 補助 ) 制度により、 現に当該事業の 経 
費 の一部を負担し 、 又は補助している 事業 
・既に一般財源化 ( 税源移譲 ) の対象とされた 事業 

( 公立保育所の 延長保育の基本分など ) 等 

7. 交付金の使途 6. に掲げる事業を 除き、 交付された額の 範囲内で毎年度の 事業計 
回 に定めるいずれの 事業に充てるかは 自由。 

6. 対象外事業 
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[ 参 考Ⅰ 

0 次世代育成支援対策交付金へ 移行する事業 

    平成 16 年度予算の状況 一一 

・育児支援家庭訪問事業 

・つどいの広場事業 

・乳幼児健康支援一時預かり 事業 

，ファミリー・サポートセンタ 一事業 

・市町村地域子育て 支援推進強化 
費 

・子育て短期支援事業 ( ショートステ 

イ事業 十 ワイライト事業 ) 

・延長保育促進事業 

・含有 等 推進事業 

・へき地保育所 黄 

・家庭支援推進保育事業 

・保育所地域活動事業 

・世代間交流等事業 

・異年齢 児 交流等事業 
・育児講座・ 育児と仕事両立支 

援事業 

・ /J 、 学校低学年児童の 受け入れ 

・地域の特性に 応じた保育需要 

への対応 

・家庭的保育を 行う者と保育所と 

の連携を行う 事業 

・育児等健康支援事業 

平成 ]7 年度予算案 

次世代育成支援対策交付金 

  
・総合施設モデル 事業 
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16. 704 百万円 

次世代育成支援対策推進法に 規定する都道府県行動計画、 市町村行動計画に 定めら 

れている地域の 実情に応じた 次世代育成対策に 資する施設整備の 実施を支撰する。 

1. 予 算 額 平成 17 年度予算案 16.704 百万円 

2. 趣 
  
日 

3. 対象施設 

児童福祉施設等に 係る施設整備について、 都道府県・市町村が 作成 

する整備計画に 基づく施設の 整備を推進し、 次世代育成支援対策の 充 

実を図る。 

児童相談所及び 一時保護施設、 児童養護施設，乳児院、 児童自立支 
援 施設、 母子生活支援施設、 脩緒 障害 児 短期治療施設，児童家庭支援 
センター、 子育て支援拠点施設、 保育所、 へき地保育所，婦人相談所、 
婦人保護施設 等 

4. 実施主体 都道府県・指定都市・ 中核市・市町村 

5. 実施方法 都道府県・市町村が 策定する行劫計画をもとに 作成する整備計画に 

基づき、 保育所の待機児童数、 ソフト事業等の 取組状況、 これまでの施 

設の整備状況や 老朽度などを 勘案し、 各自治体毎の 整備計画を総合的 

に 評価を行った 上で、 予算の範囲内で 交付する。 

6. 対象外事業 

7. 交付金の使途 

土地の買収又は 整地に要する 費用、 職員の宿舎に 要する費用、 その 
  

他施設整備費として 適当と認められない 費用 

6. に掲げる事業を 除き、 交付された額の 範囲内で都道府県，市町村 

整備計画に記載されているいずれの 施設の整備に 充てるかは自由。 
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Ⅰ参 考 ] 

0 次世代育成支援対策施設整備費交付金 

平成 ]6 年度予算の状況 

社会福祉施設整備費 

国庫補助 ( 負担 ) 金 

( 都道府県・指定都市・ 中核市中帯 ) 

児童 相 城所及び一時 保硅 施設、 児 

童 養護施設，乳児院、 児童自立支援 

施設、 母子生活支援施設、 冊億 陣吉 

児 短期治療 施枝 、 児童 君 度支援セン 

タ一 、 子育て支援拠点枯枝、 保育所、 

へき地保育所、 妹人相技研，婦人保 

桂 施設 等 

米市町村、 社会福祉法人等は 都道府 

県等を経由して 申紺 

0 都道府県の整備計画に 掲げる社会福祉法人等 

児五 養護施設や母子生活支援 施技 等の社会福 

祉法人等については、 都道府県に申請。 

0 市町村の亜 備 計画に掲げる 社会福祉法人等 

保育所の整備を 予定している 社会福祉法人等に 

あ っては・市町村に 申請。 

  平成 17 年度予算案 - 一 

次世代育成支援対策 

施設整備費交付金 

( 都道府県・指定都市・ 中核 市 計画に 

基づく宇宙 ) 

都道府県立施設等及び 社会福祉法 

人等が設置する 以下の施設 

児 黄柏 技 所及び一時保護施設、 児 

黄養桂 施設、 乳児院、 児童自立支援 

施設、 母子生活支援施設、 脩轄 陣吉 

児 短期治療拙攻、 児黄ま度支援セン 

タ一 、 子育て支援拠点施設、 保育所、 

へき地保育所、 妹人相談所、 婦人保 

護施設 等 

米 都道府県等の 計画に基づき、 国に 

直接 申辞   
( 市町村計画に 基づく申請 ) 

市町村立の施投及び 社会福祉法人 

等が設 仮 する以下の施設 

保育所、 へき地保育所，子育て 支 

援拠点施設 等 
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児童虐           Dv 対策等総合支援事業 ( 創設 ) 

「， 7 7 5 百万円 

各自治体における 要 保護児童対策・ DV 対策等の一層の 推進が図られるよ つ ～ 

従来の児童虐待防止対策関連事業、 Dv . ま 佐保護対策関連事業等を 再編・ 整 

理し、 補助基準の緩和等を 図ることにより、 自治体の主体的かつ 弾力的な事業 

運営を可能にする 統合補助金を 創設する。 

「． 予 算 額 平成 1 7 年度予算案 1 , 7 7 5 百万円 

2. 趣 
ヒ 
日 

  

3. 対象事業 

4. 補助根拠 

各自治体における 要 保護児童対策・ DV 対策等の一層の 推 

進が図られるよ う 、 従来の児童虐待防止対策関連事業、 DV 

，女性保護対策関連事業等を 再編・整理し、 補助基準の緩和 

等を図ることにより、 自治体の主体的かつ 弾力的な事業運営 

を可能にする。 

児童虐待・ Dv 対策等総合支援事業の 対象となる事業は、 

地域の実情に 応じて都道府県等が 実施する自立生活援助事業 

( 自立援助ホーム ) 、 児童虐待防止対策支援事業、 ひきこもり 

児童対策事業、 自立促進等事業、 児童家庭支援センタ 一事業、 

里親支援事業、 婦人相談員活動強化事業及 び 売春・ DV 対策 

機能強化事業とする。 

なお、 交付に当たっては、 都道府県等の 事業計画等に 基づ 

き、 交付額を決定する。 

予算補助 

  市
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母子家庭等対策総合支援事業 ( 創設 ) 

1 , 8 68 百万円 

各自治体における 母子家庭等の 子育て・生活、 就業支援等の 一層の推進が 図 

られるよ う 、 従来の母子家庭等日常生活支援事業、 母子家庭等就業，自立支援 

センタ一事業等を 再編，整理し、 補助基準の緩和等を 図ることにより ，自治体 

の 主体的かっ弾力的な 事業運営を可能とする 統合補助金を 創設する。 

1 , 予 算 額， 平成 ] 7 年度予算案 「， 8 6 8 百万円 

2. 趣 
ヒ 
目 各自治体における 母子家庭等の 子育て，生活、 就業支援等 

の推進が図られるよ う 、 従来の母子家庭等日常生活支 

援事業、 母子家庭等就業・ 自立支援センタ 一事業等について、 

3. 対象事業 

補助基準の緩和等を 図ることにより・ 自治体の主体的かっ 弾 

力的な事業運営を 可能とする。 

母子家庭等対策総合支援事業の 対象となる事業は、 地域の 

実 億に 応じて都道府県等が 実施する母子家庭等日常生活支援 

事業、 母子家庭自立支援給付金事業、 母子家庭就業自立支援 

センタ一事業及び 母子家庭自立支援プロバラム 事業とする。 

なお、 交付に当たっては、 都道府県等の 事業計画等に 基づ 

き、 交付額を決定する。 
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母子保健医療対策等総合支援事業 ( 創設 ) 

3, 6 2 3 百万円 

各自治体における 子どもの健康の 確保と母子保健医療体制等の 一層の充実 

が 図られるよ う 、 従来の周産期医療ネットワークの 整備事業、 不妊治療に対 

する支援事業等を 再編・整理し、 補助基準の緩和等を 図ることにより、 各自 

治 体の主体的かっ 弾力的な事業運営を 可能とする統合補助金を 創設する。 

1 . 予 算 額 平成 1 7 年度予算案 3, 6 2 3 百万円 

2. 趣 
ヒ 
目 各自治体における 子どもの健康の 確保と母子保健医療体制 

等 の一層の充実が 図られるよ う 、 従来の周産期医療 ネ、 ットヮ 

一ク の 整備事業、 不妊治療に対する 支援事業等を 再編・整理 

し 、 補助基準の緩和等を 図ることにより、 各自治体の主体的 

かっ弾力的な 事業運営を可能とする。 

3. 対象事業 母子保健医療対策等総合支援事業の 対象となる事業は 、 地 

域の実情に応じて 都道府県等が 実施する母子保健強化推進 特 

別事業、 新生児聴覚検査事業、 療育指導事業、 生涯を通じた 

女性の健康支援事業、 特定不妊治療費助成事業、 周産期医療 

対策事業及び 総合周産期母子医療センター 運営事業とする。 

なお、 交付に当たっては、 都道府県等の 事業計画等に 基づ 

き、 交付額を決定する。 

4. 補助根拠 予算補助 

5. 実施主体 都道府県、 政令市 等 

6. 補助 率 定額、 1 /2 、 1 /3 
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次 る 位 代 育 成 生 援 対 策 の 更 な 推 進 

ぽ 3 ] 6. 3 ] 4 百万円 づ 342, 94 9 百万円 瑚 

l 地域における 子育て支援対策の 充実 

(]) 地域における 子育て支援体制の 強化 

( 新 )  0  次世代育成支援対策交付金 ( ソフト交付金 ) の創設 

3 4, 5 6 8 百万円 

次世代育成支援対策推進法に 規定する市町村行動計画に 定められている 

地域の特性や 創意工夫を活かした 子育て支援事業その 他次世代育成支援対 

策に資する事業の 実施を支援することを 目的に創設する。 

[ 対象となる主な 事業 ] 
・つどいの広場事業 

子育て中の親子が 気軽に集い、 相談・交流できる「つどいの 広場」 

ほ ついて、 身近な場所での 設置を推進する。 

・ファミリー・サポート・センタ 一事業 

子有中の労働者や 主婦等を会員として、 地域における 育児の相互 援 
助活動を行う。 

・子育て短期支援事業 

親の病気、 残業などの場合に 児童養護施設等において 一時的に預か 

る ショートステイ、 トワイライトステイを 実施する。 

・乳幼児健康支援一時預かり 事業 
保育所に通所中の 児童が病気の 回復期のため 集団保育が困難となる 

間、 児童の保育所、 病院等における 一時預かり等の 事業を行う。 

・育児支援家庭訪問事業 

出産後問もない 時期や養育が 困難な家庭に 対して、 育児・家事の 援 

助や、 技術指導等を 行うことにより、 個々の家庭の 抱える養育上の 諸 
問題の解決、 軽減を図る。 

[ 上記事業の他、 対象となる主な 事業 ] 

( ・延長保育促進事業   Ⅰ ノ 
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0  地域子育て支援センタ 一の整備 5, 5 2 9 百万円 

子育てサークルの 支援や育児相談を 行 う 地域子育て支援センタ 一の整備を 

推進する。 
3, 0 0 0 か 折 づ 3, 1 0 7 か所 

(2) 地域児童のための 健全育成事業の 充実 

0  放課後児童クラプの 拡充 9, 4 7 0 百万円 

放課後児童の 受入れ体制の 整備を推進するとともに、 障害などに関する 知識 

を有したボランティアによる 放課後児童指導員に 対する援助や 障害児の愛人 に 

必要な設備の 整備などの環境改善を 図る。 

放課後児童クラプ 12.40(@ クラブ づ 13.200 クラブ 

0  児童ふれあ い 交流促進事業の 推進 2 8 0 百万円 

児童館等を活用した 中 ，高校生等が 乳幼児と出会いふれあ ぅ場 づくり、 申 ・ 

高校生の交流の 場づくり、 絵本の読み聞かせ、 親と子の食事セミナ 一等を行 う 。 

(3) 児童手当国庫負担金 3 1 7. 4 7 5 百万円 

支給対象年齢 小学校第 3 学年修了双 

手当 額 第 1  子 ・第 2  子 5, 000 円 Ⅰ 月 

第 3 千以降 ]0. 000 円 Ⅰ 月 

( 平成 16   年改正   ( 支給対象年齢を   義務教育就学双までから 小学校 ⅡⅠ ノ 
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